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（１）比較貸借対照表 

 

個 別 財 務 諸 表 等  

(千円未満切り捨て)

期　別 当　　　　期 前　　　　期 比較増減

(平成１３年３月３１日現在） (平成１２年３月３１日現在）

 科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

 流　動　資　産 29,028,486 31.6 32,541,980 41.2 △ 3,513,493 △ 10.8 

現 金 及 び 預 金 8,427,240 13,038,048 △ 4,610,807 

受 取 手 形 34,230 9,773 24,456 

売 掛 金 8,443,540 6,571,701 1,871,838 

有 価 証 券 1,600,571 10,516,180 △ 8,915,608 

商 品 395,903 480,001 △ 84,098 

製 品 2,857 4,786 △ 1,929 

仕 掛 品 654,161 581,935 72,226 

貯 蔵 品 35,063 38,271 △ 3,208 

前 渡 金 117,650 67,033 50,617 

前 払 費 用 162,789 285,468 △ 122,679 

短 期 貸 付 金 8,047,638 186,526 7,861,112 

繰 延 税 金 資 産 354,117 276,719 77,398 

未 収 収 益 8,592 241,209 △ 232,617 

自 己 株 式 370 2,693 △ 2,322 

そ の 他 750,988 270,287 480,701 

貸 倒 引 当 金 △ 7,230 △ 28,658 21,427 

 固　定　資　産 62,825,095 68.4 46,487,285 58.8 16,337,810 35.1 

　 有 形 固 定 資 産 4,688,287 5.1 4,368,243 5.5 320,043 7.3 

建 物 1,387,061 1,237,947 149,114 

構 築 物 65,687 74,342 △ 8,655 

車 両 運 搬 具 20,132 7,409 12,722 

工 具 器 具 備 品 1,377,251 700,154 677,096 

土 地 1,838,153 1,835,937 2,216 

建 設 仮 勘 定 － 512,450 △ 512,450 

　 無 形 固 定 資 産 590,356 0.6 294,990 0.4 295,365 100.1 

営 業 権 202,640 － 202,640 

ソ フ ト ウ ェ ア 318,770 239,738 79,032 

電 話 加 入 権 64,288 49,608 14,679 

施 設 利 用 権 4,656 5,643 △ 987 

　 投　　　資　　　等 57,546,452 62.7 41,824,051 52.9 15,722,401 37.6 

投 資 有 価 証 券 6,336,106 4,250,065 2,086,040 

関 係 会 社 株 式 42,945,061 27,515,323 15,429,738 

出 資 金 6,030,481 5,878,436 152,045 

長 期 貸 付 金 － 2,639 △ 2,639 

長 期 前 払 費 用 172,691 194,620 △ 21,928 

長 期 預 金 － 2,000,000 △ 2,000,000 

差 入 保 証 金 1,929,211 1,759,676 169,535 

保 険 積 立 金 132,899 223,300 △ 90,400 

貸 倒 引 当 金 － △ 10 10 

資　　産　　合　　計 91,853,582 100.0 79,029,265 100.0 12,824,317 16.2 

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

（当期　-　前期）
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(千円未満切り捨て)

期　別 当　　　　期 前　　　　期 比較増減

(平成１３年３月３１日現在） (平成１２年３月３１日現在）

 科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

 流　動　負　債 11,977,532 13.0 5,861,364 7.4 6,116,167 104.3 

買 掛 金 2,376,924 1,899,586 477,337 

ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ 5,000,000 － 5,000,000 

未 払 金 583,566 964,083 △ 380,517 

未 払 法 人 税 等 1,272,043 1,145,692 126,351 

未 払 消 費 税 等 426,501 328,382 98,119 

未 払 費 用 971,262 454,014 517,248 

前 受 金 177,870 48,392 129,478 

預 り 金 89,363 69,202 20,161 

賞 与 引 当 金 1,077,854 913,597 164,256 

そ の 他 2,144 38,413 △ 36,268 

 固　定　負　債 3,635,500 4.0 292,110 0.4 3,343,390 1,144.6 

長 期 借 入 金 3,000,000 － 3,000,000 

繰 延 税 金 負 債 434,700 128,452 306,247 

退職給付引当金 37,142 － 37,142 

預 り 保 証 金 163,657 163,657 － 

負 　債　 合 　計 15,613,032 17.0 6,153,475 7.8 9,459,557 153.7 

 資　　本　　金 29,065,968 31.6 29,023,903 36.7 42,065 0.1 

 資 本 準 備 金 30,622,853 33.3 29,846,904 37.8 775,949 2.6 

 利 益 準 備 金 357,085 0.4 301,396 0.4 55,689 18.5 

 その他の剰余金 15,652,898 17.1 13,703,585 17.3 1,949,313 14.2 

　 任 意 積 立 金 12,900,000 11,200,000 1,700,000 

　　当期未処分利益 2,752,898 2,503,585 249,313 

うち当期純利益 ( 2,561,893 ) ( 2,319,015 ) ( 242,878 )

その他有価証券評価差額金 541,742 0.6 － -  541,742 

資　 本　 合　 計 76,240,549 83.0 72,875,790 92.2 3,364,759 4.6 

負 債 及 び 資 本 合 計 91,853,582 100.0 79,029,265 100.0 12,824,317 16.2 

負　 　債　 　及　 　び　 　資　 　本　 　の　 　部

（当期　-　前期）
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（２）比較損益計算書 

 

 

 

(千円未満切り捨て)

期　別 当　　　　期 前　　　　期 比較増減

平成12年4月 1日から
平成13年3月31日まで

平成11年4月１日から
平成12年3月31日まで

 科　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 増減比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

営　　業　　収　　益

売 上 高 49,625,504 100.0 39,386,468 100.0 10,239,036 26.0 

営　　業　　費　　用

売 上 原 価 39,131,936 78.9 30,592,431 77.7 8,539,505 27.9 

販売費及び一般管理費 6,477,775 13.0 5,228,325 13.2 1,249,450 23.9 

営 業 利 益 4,015,792 8.1 3,565,711 9.1 450,080 12.6 

営　業　外　収　益 2,039,484 4.1 1,047,249 2.6 992,234 94.7 

受 取 利 息 305,339 362,858 △ 57,519 

受 取 配 当 金 1,137,283 569,140 568,143 

有 価 証 券 売 却 益 459,044 17,743 441,301 

そ の 他 137,816 97,506 40,309 

営　業　外　費　用 1,050,889 2.1 502,520 1.3 548,368 109.1 

支 払 利 息 46,114 27,851 18,263 

新 株 発 行 費 6,225 254,369 △ 248,144 

有 価 証 券 売 却 損 － 5,413 △ 5,413 

投 資 事 業 組 合 損 失 741,751 73,740 668,010 

た な 卸 資 産 処 分 損 － 69,159 △ 69,159 

そ の 他 256,797 71,986 184,811 

経 常 利 益 5,004,387 10.1 4,110,439 10.4 893,947 21.7 

特　　別　　利　　益 2,562,533 5.2 534,370 1.4 2,028,163 379.5 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 21,438 22,389 △ 951 

関 係 会 社 株 式 売 却益 2,541,095 511,980 2,029,115 

特　　別　　損　　失 3,020,522 6.1 850,562 2.2 2,169,959 255.1 

固 定 資 産 除 却 損 217,838 56,829 161,009 

投 資 有 価 証 券 評 価損 1,777,217 － 1,777,217 

事 業 整 理 損 794,174 704,097 90,077 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価損 169,408 － 169,408 

退 職 給 付 費 用 60,133 － 60,133 

関 係 会 社 株 式 売 却損 1,750 － 1,750 

事 業 所 等 整 理 損 － 89,636 △ 89,636 

4,546,399 9.2 3,794,247 9.6 752,151 19.8 

2,148,758 4.3 1,593,958 4.0 554,800 34.8 

△ 164,252 △ 0.3 △ 118,725 △0.3 △ 45,526 38.3 

2,561,893 5.2 2,319,015 5.9 242,878 10.5 

458,795 422,819 35,976 

－ 29,540 △ 29,540 

243,445 243,445 0

24,344 24,344 0

2,752,898 2,503,585 249,313 

前 期 繰 越 利 益

（当期-前期）

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人税、 住民 税及 び事 業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

中間配当に伴う利益準備金積立額

当 期 未 処 分 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額

中 間 配 当 額

経

常

損

益

の

部

営

業

損

益

の

部

(        )(        )

営

業

損

益

の

部

営

業

外

損

益

の

部

経

常

損

益

の

部

営

業

損

益

の

部
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業

外
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益

の
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特

別

損

益

の

部
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（３）比較利益処分（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（千円未満切り捨て）

期　別 当　　　　期 前　　　　期 比較増減

 科　目 平成12年4月 1日から
平成13年3月31日まで

平成11年4月 1日から
平成12年3月31日まで

千円 千円 千円

これを次のとおり処分します。

（１株につき10円） （１株につき10円）

（注）1.平成11年12月9日に、243,445千円（1株につき10円）の中間配当を実施しております。

　　　2.平成12年12月8日に、243,445千円（1株につき10円）の中間配当を実施しております。

243,969

70,000

2,000,000

利 益 準 備 金

利 益 配 当 金

取 締 役 賞 与 金

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

407,531 458,795 △ 51,263次 期 繰 越 利 益

243,445

70,000

1,700,000

524

－ 

300,000

当 期 未 処 分 利 益

（当期－前期）

31,396

2,752,898 2,503,585 249,313

5231,344

(        ) (        )
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（４）重要な会計方針 

 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券････････････････････････償却原価法  

子会社株式及び関連会社株式･･････････････移動平均法による原価法 

その他有価証券 

       時価のあるもの････････････････････････決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原 

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの････････････････････････移動平均法に基づく原価法  

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商  品････････････････総平均法に基づく原価法  

製  品････････････････総平均法に基づく原価法  

仕 掛 品････････････････個別法に基づく原価法 

貯 蔵 品････････････････最終仕入原価法  

（３）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産････････････定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（付属設備を除く） 

は定額法を採用しております。 

なお、コールセンター設備の一部（器具備品）については、経済的 

耐用年数（法定耐用年数の５割程度短縮）による定額法を採用して 

おります。 

② 無形固定資産････････････定額法を採用しております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可 

能期間（５年）に基づく定額法によっております。また、市場販売 

目的のソフトウェアについては、販売開始後３年以内の見込み販売 

数量を基準に償却しておりますが、その償却額が残存有効期間に基 

づく均等配分額に満たない場合は、その均等配分額を最低限として 

償却しております。 

      ③ 長期前払費用･････････････均等償却によっております。 

                  なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準 

によっております。 

（４）繰延資産の処理方法 

    新株発行費は支出時に全額費用処理しております。 
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（５）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金･･････････････債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、 

回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金･･････････････従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基  

づき計上しております。 

③ 退職給付引当金･･････････従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び 

年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認めら 

れる額を計上しております。 

                         なお、会計基準変更時差異（60,133 千円）については、当期にお 

いて一括特別損失で処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数による定額法により、翌期から費用処理することとしてお

ります。 

（６）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい 

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（７）その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理･･････消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
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（５）注記事項 
 
（貸借対照表関係） 

 
（損益計算書関係） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（千円未満切り捨て）

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,846,162千円 1,565,217千円

２．保証債務及び保証類似行為 3,898,093千円 4,070,427千円

３．自己株式の数 61株　 92株　

４．当期中における発行済株式数の増加 平成12年12月1日付、ｵｸﾀﾞ商事（株）、ｵｰｹｰ 　発行形態　　：　有償一般募集

興産（有）、ｺｽﾓｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ（有）　及び 　発行株式数　：　3,000,000株

ｵｸﾀﾞ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ（有）の４社との合併 　発行価格　　：　10,825円

増加した株式数　　：　52,410株 　発行価額　　：　10,402円

増加した資本金　　：　42,065千円 　資本組入額　：　 5,201円

（平成13年3月31日現在） （平成12年3月31日現在）
項    目

当　　　　期 前      期

１．減価償却実施額
　　　有形固定資産
　　　無形固定資産

平成12年3月31日まで平成13年3月31日まで

当　　　　期 前      期
平成11年4月 1日から項    目

74,953千円
619,898千円
135,188千円

平成12年4月 1日から

346,713千円

(         ) (         )
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（リース取引関係） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（千円未満切り捨て）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

合　計

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額

　　　　１　年　内 98,039千円 　　　　１　年　内    81,156千円

　　　　１　年　超 200,817千円 　　　　１　年　超   143,512千円

　　　　合　　　計 298,856千円 　　　　合　　　計   224,669千円

　　　　支払リース料 97,469千円 　　　　支払リース料   107,347千円
　　　　減価償却費相当額 92,211千円 　　　　減価償却費相当額    87,390千円
　　　　支払利息相当額 9,661千円 　　　　支払利息相当額    23,070千円

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法

⑤利息相当額の算定方法 ⑤利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得�　価額相当額との差額を利息相当額�　とし、各期への配分方法について�　は、利息法によっております。　リース料総額とリース物件の取得�　価額相当額との差額を利息相当額�　とし、各期への配分方法について�　は、利息法によっております。

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

493,456 207,369

92,468 58,433

377,749 145,063 232,686

19,365

期    末
残    高
相 当 額

23,239 3,873

平成13年3月31日まで

当      期
平成12年4月 1日から

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
　以外のファイナンス・リース取引

34,035

286,087

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
　及び期末残高相当額

工具器具備品

ソフトウェア

建物付属設備

取得価額

相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
　及び期末残高相当額

取得価額

相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 　 末
残    高
相 当 額

前      期
平成11年4月 1日から
平成12年3月31日まで

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
　以外のファイナンス・リース取引

合　　計

工具器具備品 482,904 271,647 211,256

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を
　利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法
　によっております。

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を
　利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法
　によっております。

211,256

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
  によっております。

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
  によっております。

482,904 271,647

(         ) (         )



－３４－ 

 

（有価証券関係） 

 

� 当連結会計年度に係る「有価証券」及び前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」（子会社株式及び
関連会社株式で時価のあるものは除く）に関する注記ついては、連結財務諸表における注記事項として

記載しております。 

 

当期（平成 13 年 3 月 31 日現在） 

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（千円未満切り捨て）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

子　会　社　株　式 －  －  －  

関 連 会 社 株 式 244,500 1,499,600 1,255,100



－３５－ 

役員の異動 
 
（１）代表取締役の異動（平成１３年５月２４日付） 
新 役 職 名 氏 名 現 在 の 役 職 名 

取 締 役 副 会 長 中 井 一 三 代 表 取 締 役 副 会 長 

取 締 役 副 会 長 相 良 勇 代 表 取 締 役 副 会 長 

 

（２）新任取締役候補（平成１３年６月２８日付） 
 

新 役 職 名 
 

氏 名 現 在 の 役 職 名 

取 締 役 

技 術 本 部 長 
田 村 修 一 技 術 本 部 副 本 部 長 

取 締 役 

コーポレートビジネスソリューショ

ン 事 業 本 部 長 

兼 同 本 部 生 産 統 括 部 長 

菅 野 次 男 

コーポレートビジネスソリューション 

事 業 本 部 長 

兼 同 本 部 生 産 統 括 部 長 

取 締 役 

カスタマーリレーションシップ 

マ ネ ジ メ ン ト 第 一 事 業 本 部 長 

兼 同 本 部 営 業 推 進 部 長 

多 田 眞 之 

カスタマーリレーションシップマネジメン

ト 第 一 事 業 本 部 長 

兼 同 本 部 営 業 推 進 部 長 

取 締 役 

カスタマーリレーションシップ 

マ ネ ジ メ ン ト 第 二 事 業 本 部 長 

岡 本 浩 司 
カスタマーリレーションシップマネジメン

ト 第 二 事 業 本 部 長 

取 締 役 

エンジニアリングソリューション 

事 業 本 部 長 

兼同本部中京エンジニアリング 

ソ リ ュ ー シ ョ ン 部 長 

宮 領 常 隆 

 

エンジニアリングソリューション事業本部

長 

兼 同 本 部 中 京 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 

ソ リ ュ ー シ ョ ン 部 長 

取 締 役 

海 外 事 業 本 部 副 本 部 長 
李 智 賢 海 外 事 業 本 部 海 外 事 業 第 三 部 長 

取 締 役 

シ ス テ ム イ ン テ グ レ ー シ ョ ン 

事 業 本 部 長 

兼同本部システムインテグレーショ

ン 事 業 部 長 

阪 口 琢 夫 

システムインテグレーション事業本部 

副 本 部 長 

兼同本部システムインテグレーション 

事 業 部 長 

 

（３）新任監査役候補（平成１３年６月２８日付） 
新 役 職 名 氏 名 

監   査   役 （非常勤） 江 口 勝 己 

 

（４）退任予定取締役（平成１３年６月２８日付） 
現 在 の 役 職 名 氏 名 

システムインテグレーション事業本部 

副 本 部 長 

兼同本部システムソリューション 

事 業 部 長 

宮 原 譲 

 

（５）退任予定監査役（平成１３年６月２８日付） 
現 在 の 役 職 名 氏 名 

監 査 役 室 田 忠 久 

 


